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まえがき 

この規格は，工業標準化法第 12 条第 1 項の規定に基づき，一般社団法人電気設備学会（IEIEJ）及び一

般財団法人日本規格協会（JSA）から，工業標準原案を具して日本工業規格を制定すべきとの申出があり，

日本工業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣及び国土交通大臣が制定した日本工業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣，国土交通大臣及び日本工業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の

特許出願及び実用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 

JIS Z 9290 の規格群には，次に示す部編成がある。 

JIS Z 9290-1 第 1 部：一般原則 

JIS Z 9290-3 第 3 部：建築物等への物的損傷及び人命の危険 

JIS Z 9290-4 第 4 部：建築物内の電気及び電子システム 
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日本工業規格          JIS 
 Z 9290-1：2014 
 (IEC 62305-1：2010) 

雷保護－第 1 部：一般原則 

Protection against lightning-Part 1: General principles 

 
序文 

この規格は，2010 年に第 2 版として発行された IEC 62305-1 を基に，技術的内容及び構成を変更するこ

となく作成した日本工業規格である。 

雷放電を防止できるような，自然の気象現象を変更できる装置又は方法は，存在しない。建築物等への

直接又は近傍（若しくは建築物等に接続した引込線・管類）への落雷は，人間，建築物等自体，それらの

内容物及び装置，並びに引込線・管に対して危険を及ぼすこととなる。これが，雷保護対策の適用が極め

て重要であることの理由である。 

保護の必要性，保護対策の施工の経済的利益及び適切な保護対策の選定は，リスクマネジメントの条件

の下に決定することが望ましい。リスクマネジメントについては，IEC 62305-2 に規定している。 

JIS Z 9290（IEC 62305）規格群（以下，この規格群という。）で考慮している保護対策は，危険の低減

に効果的であることが立証されている。 

雷に対する保護の全ての対策は，総括的な雷保護を形成している。実際には，雷保護対策の設計，施工

及び保守に対する基準を，次の二つのグループに分けて考える。 

a) 第 1 グループ（JIS Z 9290-3）：建築物等への物的損傷及び人命の危険を低減するための保護対策 

b) 第 2 グループ（JIS Z 9290-4）：建築物内の電気・電子システムの故障を低減するための保護対策 

この規格群の各規格間の関係を図 1 に示す。 

なお，この規格で点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格にはない事項である。 

 


